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１．大学発ベンチャー1000社計画時代の国民運動

コミュニティー型・自己実現型創業の拡大

価値創造型・先端技術型ベンチャーの輩出

教育改革 制度インフラ改革組織風土改革

・産官学の拡大教育
・先端技術開発重視
・起業家教育の充実
・ベンチャー企業への
インターンシップ拡充

・行政間の垣根解消
・知的資産の個人帰属強化

・インキュベーション等
ベンチャー支援意識
・人材流動化促進
・NPO/SOHO支援

・家庭教育等における
自主独立意識の醸成

・小中高教育の主体的開業醸成
・起業予備軍における再教育整備

・起業家が尊敬を受ける社会
・ベンチャー企業と

既存企業の連携
・知財権利取得マインド醸成

・リスクマネーの
整備拡充

・税務改革の充実
・倒産法制の改革

出典：2002年「創業・ベンチャー国民フォーラム」（江崎玲於奈委員長、高原・清成・松田副委員長）施策提言より
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２．アントレプレナーシップ教育のすそ野拡大を

GEM指
標

総合起業活動指
標（TEA)

起業家肯定指標 知識・経験・能力指標 若者（１８-２４歳）の
「知識・経験有り」のTEA

年齢別 先進国 日本 先進国 日本 先進国 日本 先進国 日本

１８-２４歳 ４．５％ １．４％ ６４．６％ ３０．２％ ３０．９％ ６．６％ １３．１％ １７．６％

２５-３４歳 ８．１％ ３．９％ ５８．９％ ２４．２％ ４６．８％ １１．３％ TEA：回答者（２０００人）

の起業予備軍（起業家・
起業予定者）

３５-４４歳 ７．５％ ３．７％ ５６．５％ ２６．８％ ４９．９％ １４．０％

４５-５４歳 ５．８ ３．８％ ５６．１％ ２６．０％ ４７．９％ １６．４％

５５-６４歳 ３．５％ ３．２％ ５７．７％ ３０．４％ ４２．５％ １７．４％

出典 起業活動指標の年齢別の先進国・日本比較（２００１~２０１５年）：「日本ベンチャー学会２０年史」高橋徳行稿
GEM (Global Entrepreneurship Monitor): 1999年から調査開始、現在世界６０か国参加
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３．研究開発成果の社会実装プロセスと課題

研究 原理 ﾌﾟﾛﾄﾀｲﾌﾟ 市場 商品化 量産 市場 市場 投資
ｼｰﾄﾞ 発明 完 成 特定 技術 試作 投入 形成 回収

魔の川 死の谷 ﾀﾞｰｳィﾝの海

事業進捗

リスク

ﾘｽｸﾏﾈｰ 国の補助金 ギャップファンド 民間VCファンド

リスク回避
支 援

文科省・JST
経産省・NEDO

研究成果の事業化支援
経営人材供給

早すぎる 事業化支援 M&A出口 小型IPO
事業開始 仕組み不足 市場未整備 低企業価値

投資失敗
理 由

市
場
視
点
・顧
客
視
点
・
知
財
視
点

グ
ロ
ー
バ
ル
知
財
・競
合
企
業
明
確
化

知 財
連 携

研究開発
<知財独立性>

事業化連携
〈事業独立性〉

製造・販売
〈ビジネス
モデル〉

事業拡大
〈海外展開〉
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４.考えられる個別支援策の出尽くし感

現状の課題と対応

• 研究成果の社会実装（事業化）の仕掛不足

• 起業予備軍に最適解を探せない多様な支援機関

• 大学の地域・人材・資金を含む自律型エコシステム不完全

• 世界と戦えるユニコーンベンチャーの少なさ
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４-１．研究成果の社会実装（事業化）の仕掛不足

研究成果の社会実装スキームのスタート （文部科学省・経済産業省）

「死の谷」を乗り越えるに不可欠なギャップファンドの運用と事業化

・大学・産連本部・独立研究法人

・研究者（大学教職員・研究機関研究員）

＋

・事業プロモーター・カタライザー（技術・事業領域・競合の評価、経営者確保）

○ギャップファンドを大学等自らが準備できないので、公的支援の拡大不可欠

〇大学向けに組成されたファンドもギャップファンド負担

〇ギャップファンドを大学等自ら支援する基金を
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４ｰ２．起業予備軍が最適解を探せない多様な支援機関

• 各省庁及び支援機構や地域自治体のベンチャー支援策
• 不動産会社などのタワマンに用意されたインキュベーション施設
• コンサル会社・ベンチャーキャピタル・大学等の各種イベント

バラバラに運営されるので、起業予備軍やスタートアップスの選択の迷い

○ベンチャー支援の広域地域でのワンストップ化と各支援機関の特性マップを
○若者と研究者の基点となる大学と支援機関の連携加速を
○自らキャリアを切り拓く起業教育を大学・大学院の共通科目化を
○小中高での起業教育導入と18~24歳で起業知識を持っている若者の拡大を
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４ｰ３．大学の自律型エコシステム不完全

日本型バイドール法の実効性は？

• 特許出願の共願による限界・単願少なし

• 大学発ベンチャーに対する職務発明知財活用の多様性

• 大学発ベンチャーへのエクィティ投資の慣例無し（国立大学）

• IPO後の時価総額とライセンスフィー対象売上高の乖離

○大学の知財は国民の血税を使った財産の認識を

○資金不足の大学発ベンチャーにリスク回避のエクィティ投資を

○エクィティ投資の回収による先行投資資金やギャップファンドの確保を

〇大学発ベンチャー起業家からの株式寄付につきキャピタルゲイン課税ゼロに
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４ｰ４．世界と戦えるユニコーンベンチャーの少なさ

• 早期ＩＰＯを要求するベンチャーキャピタル業界

• レータ―加速支援で最低2桁億円を投資できる大型ファンド少ない

• ユニコーンベンチャーを率いるグローバルリーダー人材少ない

○第4次産業革命に乗れる可能性のあるベンチャーの徹底支援を

○大学のグローバルリーダー人材育成（文科省：Edge-Next）の徹底を

○時価総額低くいIPO後の小型ベンチャーの成長支援を

○成熟期や衰退期にある既存上場企業産業再編による人材流動化を

○海外資金を呼び込むための二重課税回避とグローバル対応
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